
2023年 11 月 10日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

第２４５回定例会（情報共有会議）における 

委員の皆さまからの所感に対するご回答について 

 

須田 年美さま 

 

【ご質問内容】 

⚫ 書類の紛失や照明設備の件などの凡ミスについては、職員同士のコミュニケーションの

見直しにより解決できる事案であり、他社に指摘されるものではないのですが、今後は

どのように改善されるのか？お聞かせ頂きたいと思います。 

 

【ご回答】 

○ ご質問いただきありがとうございます。 

ご指摘いただいたものやその他の事案についても、所員同士のコミュニケーションを改

善し、所員一人ひとりがルールの目的を理解し行動することで未然に防げるものも多く

あると考えております。 

 

○ 物事の本質を捉え、ルールの目的を理解し行動することについては、全所員を対象とし

た説明会の定期開催やグループ討議を通じ、各人の認識を改める取り組みを進めており

ます。 

 

○ コミュニケーションの改善については、いつもと違う状況が発生した際には迷わず立ち

止まり、上司に報告、相談することを再徹底するなど、まず、上司・部下の縦の軸のコ

ミュニケーションを高める取り組みを進めています。 

 

○ 加えて、後工程のことを考えて丁寧な情報連携を徹底することで、組織と組織の間の横

の軸のコミュニケーションも高まるように努めております。さらに、発電所の当社管理

職が各協力企業の朝礼に参加し、当社からのメッセージをお伝えするとともに、各社の

困り事などを直接伺う活動も進めております。 

 

○ またご案内の通り、発電所ではあいさつ運動や職場対話等を日々実施しており、職場で

の会話や笑顔が増えてきていると感じております。発電所にお越しいただいた方からも、

「あいさつが増え、発電所が明るくなってきた」とのお声もいただいており、あいさつ

をきっかけに、話しやすいコミュニケーションの良い職場に変わりつつあると実感して

おります。 

 



〇 これらの取組を通じて、一人ひとりが物事の本質やルールの目的を意識しながら行動す

るとともに、発電所で働く全ての人々が円滑にコミュニケーションを図ることで、ミス

やトラブルを未然に防いでまいります。 

以 上 



品田 善司さま 

 

【ご質問内容】 

⚫ ６号機、７号機の再稼働に向け整備が進んでいるところであるが、再稼働の為にはハー

ドとソフトの両面が確立しないと地元の理解と安全・安心に繋がらない旨、昨年の情報

共有会議でも意見を申し上げました。 

ハード面については６月の７号機視察等で順次確認が出来ているが、ソフト面について

はもっと知りたいことがいくつかあります。 

その１つが原発運転員の件です。 

２０１２年に全号機停止以来１０年以上稼働していない状況で、実際に原発を運転した

ことがない運転員もいるのではないかと思います。そのような運転員に対する教育・訓

練、及び人材の確保について伺います。 

 

再稼働に向けて・・・ 

①未経験運転者の教育訓練は、どのように計画、実施されているのか 

②経験者の技術維持は、どのように実施されているのか 

③今後の人材確保は、どのように計画されているのか 

 

周囲への目配り、気配り、危険予知など『経験値』が真価を発揮する局面もあると思い

ます。運転員は発電所の心臓部での業務です。緊急時での冷静な判断、対応能力が求め

られます。リスク管理能力の向上と維持に全力をかけてほしいと思います。 

 

【ご回答】 

○ ご質問いただきありがとうございます。 

ご指摘のとおり、運転員には経験に基づいた冷静な判断や対応力が求められます。 

 

○ ①未経験運転者の教育訓練、②経験者の技術維持に関しては、現場巡視などの日常業務

における教育、中央制御室を忠実に再現したシミュレータでの訓練など、運転時の感覚

を養うための特別な取り組みを行っております。 

 

○ 日常業務における教育では、上司から過去の具体的な運転経験の伝達や、国内外の原子

力発電所の運転経験の情報を交えた指導を継続的に実施しております。 

 

○ シミュレータでの訓練では、原子炉の起動・停止に係る操作訓練（年間 25 回）や事故

発生時の対応訓練（年間 50 回）を行うことで、力量の維持・向上を図っております。

使用する手順書は、過去のトラブル事例やトラブルへ至る徴候などが組み込まれた内容

となっており、この手順書を用いて訓練を行うことで過去の事例の追体験経験をするこ

とができ、リスクに対する感度を高めております。 



 

○ 運転員の力量については、世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ）の評価を定期的に受

けており、指摘事項に基づき運用改善にも取り組んでおります。 

 

○ 運転時の感覚を養うための特別な取り組みとして、既に稼働している他社の原子力発電

所や、当社グループ会社の火力発電所へ運転員を派遣しております。蒸気を使いタービ

ンを回して発電するという仕組みは、火力発電、原子力発電ともに同じであり、稼働中

の設備の音や温度を直接感じ、感覚の部分の経験値を高めております。 

 

○ 今年度中に、運転経験のない６、７号機の運転員は全員が火力発電所の経験を積む計画

となっており、参加した運転員からは「現場巡視の確認ポイントが把握できて、非常に

参考になった」「配管の温度や機器の音を直接感じることができた」といった声があが

るなど運転員の力量向上に寄与できていると考えております。 

 

○ これらの他に緊急時の対応として、過酷事故シナリオによる発電所全体での総合訓練を

行ってきており、昨年度の原子力規制庁による評価では、14項目全てで最高評価となる

Ａ評価を頂きました。この評価には運転員による対応の結果も含まれております。 

 

○ 運転員も含めた発電所全体の緊急時の対応能力については、福島第一原子力発電所の事

故を経験した所長の稲垣が最も拘るところであり、今後もこの評価に甘んじることなく、

更なる高みを目指して研鑽してまいります。 

 

○ ③人財確保については、運転員に限らず、原子力事業の長期持続的運営に不可欠な担い

手の確保と、技術・技能を確実に維持・継承していく観点から、継続的な新卒採用、計

画的な人財育成を行っています。 

 

○ また、キャリア採用や元社員の再雇用により原子力事業に精通した人財の確保を行いつ

つ、運転員においては、経験豊富な社員の退職時期を延長し、運転訓練や現場巡視など

を一緒に行うことで蓄積してきた運転経験や知見の継承に取り組んでおります。 

 

○ 運転員の経験や人財確保については、地域の皆さまからも多くのご関心・ご懸念の声を

いただいております。これらの取り組みは、これまで以上に広報誌やＳＮＳ等を通じて、

地域の皆さまへしっかりと発信してまいります。 

以 上 



飯田 耕平さま 

 

【ご質問内容】 

⚫ 今年６月から電気料金が値上げされ、９月までは激変緩和措置が適用されていますが、

１０月からそれもなくなります。いま、さまざまの物価が高騰し、電気料金の高騰も大

きな脅威です。日本の電気料金は海外諸国と比べて圧倒的に高いと言われていますが、

その原因に現在の電気料金を決める「総括原価方式」があると言われ、一部には見直し

の意見があります。 

経済産業省では、今年の６月の電力値上げ申請に対し、東京電力では申請＋２８％に対

し、査定結果は＋１４％、その差―１４％、東北電力は同＋３２％、＋２４％、－８％

になっています。両社の減額査定の根拠について伺います。 

福島原発事故後の事故処理費用 21.5兆円が電気料金に含まれると聞きました。その仕組

みと事故処理費の内訳、及び東電契約者の一般家庭、事業者の電気料金への反映につい

て教えて下さい。さらに、新規制基準に合わせた柏崎刈羽原発の新たな施設設備費の内

訳と費用を教えて下さい。こうした事故処理費や新たな施設設備費の増大は、今回の電

気料金に反映されているのでしょうか。 

また、「総括原価方式」による料金設定によるメリットには、「施設にかかる経費が基本

料金の中に含まれているため、事業者が適切な設備投資を行いやすいこと」、一方デメ

リットには、「事業報酬は事業資産に一定の報酬率を掛けて算出されるため無駄な設備

投資が増えやすい」があります。このことは建設費用の大きな原子力発電所次々と建設

することで、事業資産が増大し、事業報酬が大きく膨らむことにつながりました。東京

電力は、2023年度の値上げに際し、事業資産額及び事業報酬率と金額（申請と査定結果）

をどのように設定されたのか伺います。 

【ご回答】 

○ ご質問ありがとうございます。 

ご質問いただいた点につきまして、以下の通り回答させていただきます。 

 

（電気料金の仕組みについて） 

○ 総括原価方式は、2016 年 4月の電力小売り自由化以降廃止されており、現在は、燃料費

や購入電力料といった、小売り電気事業者の裁量で算定される費用と、託送料金や再生

可能エネルギー発電促進賦課金といった、法令により算定される費用の合計で電気料金

が算定されております。 

○ また、電気・ガス価格激変緩和対策事業による料金値引き継続に伴う特別措置について

は、国の方針に基づき、当初の 2023年 9月使用（2023年 10月検針）分から 2023年 12

月使用（2024 年 1月検針）分まで期間が延長されております。 



（規制料金の値上げ幅の査定後の減額根拠について） 

○ 今年 6月実施の規制料金の値上げ申請では、経済産業省の料金制度専門会合における査

定方針等の審議、公聴会等における国民の皆さまのご意見の聴取等を経て、経済産業大

臣からの申請原価に対する修正指示等を全て反映の上、2023 年 5 月 16 日に補正認可申

請をさせていただいております。 

○ 修正指示等を受け、購入・販売電力料や設備投資関連費用における効率化深掘り査定等

を行った結果、申請原価（2023 年 3 月 30 日再算定）と比べて 475 億円の減額となって

おります。 

○ なお、減額となった 475億円の内訳は下図の通りです。 

（億円） 

査定に基づく修正指示等の内訳 

（規制料金の値上げに係る補正認可申請について別紙より 2023年 5月 16日公表） 



（規制料金値上げにおける事故処理費用と柏崎刈羽の安全対策工事費の反映について） 

○ 福島第一原子力発電所事故の廃炉作業における、汚染水対策や燃料デブリの取り出し、

廃棄物対策に係る費用など、廃炉等積立金を充てることを想定している事故対策費用に

ついては原価に反映しておりません。 

○ ただし、放射線量の測定などに係る費用や入構者の出入管理や資材の搬出入管理などに

係る費用、発電所の状態を安定的に維持するために設置されている設備の点検や保守な

どに係る費用等、廃炉作業における安定化維持のために経常的に必要な費用については、

原価に反映しております。 

○ また、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策工事費は原価に反映しております。 

○ なお、個別の金額の内訳等、契約に関する詳細事項については、回答を差し控えさせて

いただきます。 

 

 

（規制料金の値上げ時の事業報酬等について） 

○ 小売電気事業分の事業報酬については、経済産業省令である「料金算定規則」に基づき、

東京電力グループ全体のレートベース（事業資産価値）※に事業報酬率を乗じ、ここか

ら送配電事業者である、東京電力パワーグリッドの事業報酬を差し引いた金額を、小売

電気事業・発電事業の事業資産価値の比率で按分することで算定したものです。 

○ なお、上記、事業報酬および事業報酬率については、料金制度専門会合での査定による

修正指示を反映し、算定しております。 

○ 事業報酬および事業報酬率の算定についての詳細は、2023年 5 月 19日にお知らせ済の

以下の資料の P.23および P.52～P.53（本回答の別紙①～③）をご参照ください。 

・【資料】規制料金に係る認可等の概要について（詳細版） 

・【URL】https://www.tepco.co.jp/press/release/2023/pdf2/230519j0103.pdf 

   
※：事業報酬の算定基礎となるレートベースは、会社全体の資産のうち、電気事業の運営上必

要な資産（特定固定資産や建設中の資産等）に対象を限定している。 

 

 

以 上 

https://www.tepco.co.jp/press/release/2023/pdf2/230519j0103.pdf


23４－4．原価算定の内訳（事業報酬）

 電気を安全・安定的にお届けするためには、事業運営に必要な資金を円滑に調達する必要がありますが、この資金調達
コストに相当する事業報酬については、「料金算定規則」に基づき、適正な事業資産価値（レートベース）に事業報酬
率を乗じて算定しております。

 料金審査を踏まえ、発電事業者のレートベースを見直し、事業報酬率の採録期間を見直し再計算した2.76％を適用し
た結果、事業報酬は申請原価に比べて51億円減少いたしました。

 なお、東電EPは小売会社相当のみの事業報酬を算定しております。

※  「旧一体会社」とは、東京電力ホールディングス（株）、東京電力パワーグリッド（株）、東京電力エナジーパートナー（株）、
東京電力リニューアブルパワー（株）、（株）JERA（5/19認可のみ）の合計、「ＮＷ」とは、東京電力パワーグリッド（株）を指します。

【内訳表（事業報酬）】

5/19認可
（2023～2025）

1/23申請
（2023～2025）

申請との
差異 主な差異要因

旧一体会社※

レ
ー
ト
ベ
ー
ス

特 定 固 定 資 産 63,985 57,687 ＋6,298 ・自主カット分戻し等による増
建 設 中 の 資 産 6,223 6,193 ＋31 ・自主カット分戻し等による増

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 3,536 3,536 ー
核 燃 料 資 産 6,110 5,719 ＋391 ・自主カット分戻し等による増
特 定 投 資 2,193 2,088 ＋105 ・JERA分加算等による増

運 転 資 本
営 業 資 本 6,508 7,407 ▲900 ・営業費用査定減等による減
貯 蔵 品 1,609 109 ＋1,500 ・JERA分加算等による増
小 計 8,117 7,517 ＋600

合 計 額 ① 90,165 82,741 ＋7,425
事業報酬率 ② 2.76％ 2.8% ▲0.04％ ・採録期間見直し等による減
事業報酬 ③=①×② 2,489 2,317 ＋172

NW※ 事業報酬 ④ 683 959 ▲276
NW除き（発電＋小売） 事業報酬 ⑤=③ー④ 1,805 1,358 ＋448

うち小売相当
【今回原価】 事業報酬 ⑤’ 247 299 ▲51

（億円）

別紙①



52【補足】事業報酬（レートベース）

 事業報酬の算定におけるレートベースとは会社全体の資産のうち、電気事業の運営上必要な資産価額であり、具体的な
内訳は以下のとおりです。

特 定 固 定 資 産
電気事業固定資産（共用固定資産、貸付設備その他の電気事業固定資産の設備のうち適当でないもの及び工事費
負担金（貸方）を除く。）の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額

建 設 中 の 資 産
建設仮勘定の事業年度における平均帳簿価額（資産除去債務相当資産を除く。）から建設中利子相当額及び工
事費負担金相当額を控除した額に百分の五十を乗じて得た額

使用済燃料再処理
関 連加 工 仮 勘 定 使用済燃料再処理関連加工仮勘定の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額

核 燃 料 資 産 核燃料の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額

特 定 投 資
⾧期投資（エネルギーの安定的確保を図るための研究開発、資源開発等を目的とした投資であって、電気事業の能率
的な経営のために必要かつ有効であると認められるものに係るものに限る。）の事業年度における平均帳簿価額を基に
算定した額

運 転 資 本
営業資本の額（営業費項目の額の合計額から、公租公課や減価償却費および繰延償却資産等の合計額を控除して
得た額に、十二分の一・五を乗じて得た額）及び貯蔵品（火力燃料貯蔵品、新エネルギー等貯蔵品その他貯蔵品の
年間払出額に、原則として十二分の一・五を乗じて得た額をいう。）を基に算定した額

繰 延 償 却 資 産 繰延資産（株式交付費、社債発行費及び開発費に限る。）の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額

レ
　
ー
　
ト
　
ベ
　
ー
　
ス

別紙②
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資本構成 報酬率

自己資本報酬率（Ａ） 30% 7.737%

他人資本報酬率（Ｂ） 70% 0.628%

事業報酬率 100% 2.76%

(Ａ)自己資本報酬率（2015～2021年度の７ヶ年平均値） (％)

ｳｴｲﾄ 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2015～2021

公 社 債 利 回 り 20.24% 0.374 0.041 0.137 0.137 ▲ 0.001 0.090 0.127 －

自 己 資 本 利 益 率 79.76% 9.057 9.666 10.711 10.429 9.213 7.601 10.994 －

自 己 資 本 報 酬 率 100.00% 7.300 7.718 8.571 8.347 7.348 6.081 8.795 7.737 

(Ｂ)他人資本報酬率 (％)

2021年度

平均有利子負債利子率（10社） 0.628 

（参考）

前回

5.89%

1.61%

2.9%

【補足】事業報酬（事業報酬率）

 事業報酬率は、「料金算定規則」および「審査要領」に基づき、はじめに自己資本報酬率ならびに他人資本報酬率を
実績にもとづき算定し、それらを30:70で加重平均することにより算出しております。

 リスクを表すβ値については、料金審査を踏まえ、2013年1月～2022年12月におけるみなし小売電気事業者9社（沖
縄電力除き）の平均値である0.7976を適用しております。

【事業報酬率の算定方法】

β値… 株価指数に対する個々の企業の感応度で、企業の相対的リス
クの大きさを表します。

料金上は、自己資本報酬率算定の際、自己資本利益率のウェ
イト付けに適用いたします。

○自己資本報酬率
• 観測期間 ;７年間（2015～2021年度）
• β値 ; 0.7976

（2013.1.1～2022.12.31）
○他人資本報酬率
• 観測期間 ;１年間（2021年度）
• 10社の平均有利子負債利子率

別紙③



2023 年 11 月 10 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第 245 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 
 

【不適合関係】 

・10 月 11 日 第二企業センターにおけるけが人の発生について（区分：Ⅲ）    〔P. 2〕 

・10 月 12 日 核物質防護に関する不適合情報                  〔P. 3〕 

・10 月 25 日 5 号機使用済燃料プール内での金属製物質の確認について（区分：Ⅱ） 〔P. 7〕 

・11 月 9 日 核物質防護に関する不適合情報                  〔P. 9〕 

 

【発電所に係る情報】 

・10 月 12 日 6 号機大物搬入建屋の建替工事に関する保安規定変更認可申請の 

補正書提出について                       〔P.14〕 

・10 月 12 日 （運転保守状況）3号機油漏えいに伴う低起動変圧器の停止について 

（区分：Ⅲ）                          〔P.15〕 

・10 月 25 日 6 号機大物搬入建屋の建替工事に関する保安規定変更認可について  〔P.16〕 

・10 月 25 日 柏崎刈羽原子力発電所の特定重大事故等対処施設の一部構築物の 

構造変更に関する原子炉設置変更許可について           〔P.17〕 

・10 月 25 日 原子力・立地本部の事務所建設について              〔P.18〕 

・11 月 1 日 柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請について 

－「原子力事業者としての基本姿勢」の変更－           〔P.19〕 

・11 月 9 日 ７号機における燃料洗浄作業について              〔P.20〕 

・11 月 9 日 ４つの課題の進捗状況について                 〔P.23〕 

 

【その他】 

・10 月 6 日 柏崎市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

                            〔P.24〕 

・10 月 17 日 弥彦村における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

〔P.25〕 

・10 月 31 日 2023 年度第 2四半期決算について                〔P.26〕 

 

【福島第一原子力発電所に関する主な情報】 

・10 月 26 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの 

進捗状況                           〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分:Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分:Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分:Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他   上記以外の不適合事象 
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2023 年 10 月 11 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機                   ― 

件名 第二企業センターにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2023 年 10 月 10 日午前 9時 45 分頃、協力企業作業員が雨具を取るために作業現場から

事務所へ戻り、業務車から降車しドアを閉めた際、左手薬指先を挟みました。指先から出

血があったことから、業務車にて病院に搬送しました。 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

病院で診察の結果、「左環指挫創」と診断されました。 

今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行うとともに、再発防止に努め

てまいります。 
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、検知機能がOFF状態となっていたことから、ONに設定し直し、正常な状態に復旧した。
前日の性能試験で手順書に沿って動作チェックまで行われず、検知機能がOFFとなったことに気付けな
かったもの。
対策として、性能試験手順の重要性および性能試験要領の教育を関係者に実施した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/1/14

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1 2022/6/30

2 2022/7/12

3 2023/1/22

4
監視カメラの映像が、一部乱れることを確認した。
他のカメラにて監視機能は維持。
調査の結果、設備面に異常はなく再現性もなかったことから、一過性の不具合と判断した。

2023/3/24

5
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
他のカメラにて監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/4/24

6
侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を改修し、正常な状態に復旧した。
なお、当該検知器は本格運用開始前の設備であったため、検知機能への影響はなかった。

2023/5/24

7
侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/7/3

8
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の障壁機能は、代替措置にて維持した。

2023/8/23

２０２３年９月１２日（火）にパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

監視カメラの洗浄機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　１件

４．公表区分その他　　   ８件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

2023年10月12日
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1 2022/6/29

2 2022/4/8

3
監視カメラが、一時正常に動作しなくなるも、その後自然復旧したことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面に異常はなく再現性もなかったことから、一過性の不具合と判断した。

2023/1/8

4
核物質防護上の障壁に腐食を確認した。
侵入防止機能は維持。
当該腐食箇所を修理・交換し、正常な状態に復旧した。

2023/3/17

5
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、今後運用予定のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2022/1/24

6 核物質防護上の障壁に開口部を確認したことから、当該箇所を閉塞し、正常な状態に復旧した。 2023/8/18

7
監視カメラが、正常に動作しないことを確認した。
他のカメラにて監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。

2023/8/27

8
監視用の照明の状態表示ランプが通常時と異なる状態であることを発見した。
調査の結果、通常の状態表示ランプとは異なる状態であったが問題ないことを確認した。

2023/8/31

9
核物質防護上の扉の一部の機能が、正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/9/2

10

清掃作業のエスコート中、一時的に資格を所持していない当社社員のみでエスコートする事案が発生し
た。
調査の結果、エスコート者への資格有無確認が不足していたことから、エスコートに行く前に資格の有
無を確認することとした。

2023/6/23

２０２３年９月１９日（火）にパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

監視カメラの洗浄機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　１０件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉を閉鎖した。

2023/7/5

2
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の障壁機能は、代替措置にて維持した。

2023/9/4

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　   ２件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年９月２６日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、今後運用予定のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2022/1/24

2
核物質防護上の扉における錠の付属機器の一部に、劣化を確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、今後運用予定の扉であったことから、代替措置は不要と判断した。

2023/6/11

3
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2023/8/24

4
監視モニターの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該モニターを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2023/9/16

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　   ４件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１０月３日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

 

（お知らせ） 

 

5号機使用済燃料プール内での金属製物質の確認について 

 

  2023年 10月 25日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

2023 年 10 月 23 日午前 10 時頃、原子炉関係の作業準備をしていた協力企業作業員が   

5 号機原子炉建屋最上階にある使用済燃料プール底部に、リング状の物質があることを 

確認しました。 

 

調査の準備を整え、本日（10月 25日）、水中カメラにて周辺を確認した際、当該物質と

は別のリング状の物質と金属製物質を確認いたしました。 

 

それぞれ使用済燃料プールから引き上げたところ、リング状の物質はいずれもゴム状の

物質であり、燃料の健全性および機器へ影響を与えるものではないことを確認しており 

ます。 

金属製物質についても、使用済燃料プール内には流れがないため、燃料に直接的な影響

はないと判断しております。 

 

今後、回収物の詳細確認を行うとともに、使用済燃料プール内に混入した原因を調査し、

再発防止対策を講じてまいります。 

 

以 上 

 

添付：概略図（5号機使用済燃料プールにおける金属製物質の確認について） 
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

桟橋の補修作業時に、誤ってケーブルを切断してしまったことで、侵入検知器が動作し続けることを確
認した。
調査の結果、桟橋の補修を担当した当社社員は使用中のケーブルがあることを把握していなかった。
図面や現場の確認を行っていたが、過去の工事が図面に反映されておらず、周辺設備の詳細確認も
怠ったことで、当該ケーブルが使用中と気付けなかったことが原因であったもの。
切断してしまったケーブルを修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/2/21

2
監視カメラの映像が、草木により確認しにくい場合があることを確認した。
監視機能は維持。
対策として、周辺の草木を伐採し、防草シートを施工した。

2023/7/14

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、バックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2022/8/4

2
侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
侵入検知機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/1/12

3

侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を調整し機器を追加することで、正常
な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/7/16

4
原子力規制庁による核物質防護設備の現場確認に向けた準備の中で事前に提出した設備図書と現場
が異なっていることを確認した。設備図書を更新し、再度資料を提出した。

2023/7/28

5
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2023/9/23

6
ネットワーク構成図の情報が最新ではない旨の指摘を核物質防護検査にて受けたため、ネットワーク構
成図を更新の上、更新する際のルールを策定した。

2023/2/22

３．公表区分Ⅲ　　　　　　２件

４．公表区分その他　　   ６件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１０月１０日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

 

2023年11月9日
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

IDカードの発行の際、「個人の信頼性確認」が有効期限内かどうか確認しているが、協力企業作業員の
IDカード発行時に有効期限が切れたまま発行したことを確認した。
調査の結果、ＩＤカード発行者が有効期限を見間違えたこと、及び当該作業員が福島第一原子力発電
所において既に信頼性確認の有効期限を更新していたため、当発電所においても新たに手続きが必要
なことを認識していなかったことが原因と判断。対策として、有効期限の管理方法や確認の手順の見直
し、更新手続きの必要性を周知した。

2023/5/16

４．公表区分その他　　   ０件

３．公表区分Ⅲ　　　　　　１件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１０月１７日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
侵入検知器の付属機器が、正常に動作しないことを確認した。
侵入検知機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該付属機器を交換し、正常な状態に復旧した。

2023/2/25

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

４．公表区分その他　　   １件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１０月２４日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

核物質防護設備（監視カメラ・侵入検知器・監視用照明）用の電源装置取替作業時に、核物質防護設備
の機能を維持した状態で交換をすることとしていたが、作業の途中で電力供給が止まり、設備が動作し
なくなったことを確認した。
作業を中止し、電力供給を再開することで、設備が動作することを確認した。
設備への電力供給が止まった原因は、作成した手順書の不足であったことから、追加の手順を反映の
上、関係者への周知徹底を図った。
なお、不具合発生期間中の監視機能および検知機能は代替措置にて維持した。

2023/9/16

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの映像が、一部乱れることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を調整し、正常な状態に復旧した。
なお、バックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2022/10/21

2

核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換・修理し、正常な状態に復旧し
た。
なお、不具合発生期間中は当該扉の出入りを一部制限した。

2023/7/14

3
核物質防護上の扉の一部が変形し、施錠しづらいことを確認した。
扉の機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。

2023/7/15

4
核物質防護上の扉の付属機器に破損を確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該付属機器を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の扉の機能に影響はなく、付属機器の機能は代替措置にて維持した。

2023/2/25

5
監視カメラの一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、バックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2023/9/28

6
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉を封鎖した。

2023/10/3

３．公表区分Ⅲ　　　　　　１件

４．公表区分その他　　   ６件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１０月３１日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

防護区域境界の点検で、警備員が未許可のスマートフォンを発見した。
調査の結果、入域する所員はバッグの中にスマートフォンが入っていることを失念していたこと、周辺防
護区域境界で点検した警備員は、確認の手順を一部省略していたこと、防護区域境界の点検では警備
員が定められた手順を遵守していたことでスマートフォンを発見できたことを確認した。
対策として、警備員の方々と対話会を実施し、核物質防護の本質を伝えるとともに手順の確実な実行を
改めて指示した。
併せて、全所員並びに協力企業の作業員に不要な物品を持ち込まないこと、および持ち込み物品の事
前確認を徹底することを周知した。

2023/9/16

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
監視カメラの映像が、一部乱れることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該監視カメラを交換し、正常な状態に復旧した。
なお、バックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2022/7/7

2

金属探知機前の荷物確認の際、協力企業作業員による非協力的なふるまいがあったことを警備員との
対話会の中での気付きとして確認した。
その後、当社核物質防護部門の所員が一定期間当該作業員の行動を観察し、同様な非協力的な振る
舞いが無いことを確認した。

2023/3/27

3
監視カメラの映像が、一部乱れることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2021/12/17

4
核物質防護上の扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該扉の出入りを一部制限した。

2023/10/10

３．公表区分Ⅲ　　　　　　１件

４．公表区分その他　　   ４件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

２０２３年１１月７日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。
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柏崎刈羽原子力発電所の 6号機大物搬入建屋の建替工事に関する 

保安規定変更認可申請の補正書提出について 

 

2023 年 10 月 12 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日、当社は柏崎刈羽原子力発電所の 6 号機大物搬入建屋の建替工事に関する保安規定

変更認可申請の補正書を、原子力規制委員会に提出しました。 

 

当社は、2023 年 8 月 7 日に、6 号機大物搬入建屋の耐震性の更なる向上を目的とした建

替工事を実施するにあたり、当該エリアの管理区域解除および保全区域変更を行うため、

柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請書を、原子力規制委員会に提出し、現在審

査していただいております。             （2023 年 8月 7日お知らせ済み） 

 

今回の補正は、2023 年 9 月 20 日付で「原子炉建屋における水素防護対策として、原子

炉格納容器ベントの位置付けを明確化するための保安規定申請の認可」をいただいたこと

から、認可実績等の更新を行ったものです。 

なお、当初申請した当該エリアの管理区域解除および保全区域変更の内容に関する見直

しはございません。 

 

当社は、引き続き同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一  

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてま

いります。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所の 6号機大物搬入建屋の建替工事に関する 

保安規定変更認可について 

 

2023年 10月 25日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2023 年 8 月 7 日に、6 号機大物搬入建屋の耐震性の更なる向上を目的とした  

建替工事を実施するにあたり、当該エリアの管理区域解除および保全区域変更を行うため、

柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請書を、原子力規制委員会に提出し、2023年

10月 12日に補正書を提出しております。 

（2023年 8月 7日、2023年 10月 12日お知らせ済み） 

 

昨日、同委員会より本申請について認可をいただきましたので、お知らせいたします。 

 

当社は、引き続き同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一  

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてま

いります。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所の特定重大事故等対処施設の一部構築物の 

構造変更に関する原子炉設置変更許可について 

 

2023 年 10 月 25 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 当社は、2023 年 3 月 14 日、原子力規制委員会に柏崎刈羽原子力発電所 6、7 号機の   

特定重大事故等対処施設の一部構築物の構造変更に関する原子炉設置変更許可申請を行い、

2023 年 6 月 30 日に補正書を提出いたしました。 

（2023 年 6 月 30 日お知らせ済み） 

 

 本日、同委員会より本申請について許可をいただきましたので、お知らせいたします。 

 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、  

福島第一原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に

努めてまいります。 

 

〇 特定重大事故等対処施設 

  発電所への意図的な航空機衝突等による大規模な損壊で広範囲に設備が使えない 

事態において、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な原子炉圧力容器の減圧、

注水機能や原子炉格納容器の減圧・冷却機能等を備えた施設 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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３
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請について 

－「原子力事業者としての基本姿勢」の変更－ 

 

2023年 11月 1日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日、当社は、「原子力事業者としての基本姿勢」（以下、基本姿勢 7 項目）の変更に   

関する柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請書を、原子力規制委員会に提出しま

した。 

 

 当社は、2020年 10月 30日に、福島第一原子力発電所の廃炉と、原子力発電所の安全性

向上に対する当社社長の責任を明確化するため、保安規定に基本姿勢 7 項目を明文化しま

した。                     （2020 年 10 月 30 日お知らせ済み） 

 

その後、今日に至るまで、原子力発電所の安全性の維持・向上に取り組んできましたが、

今回、2023 年 8 月 31 日の原子力規制委員会「東京電力に対する適格性判断の再確認に  

関する公開会合」においてご説明した内容を踏まえ、自律的かつ持続的に原子力発電所の

安全性向上に努めることを改めて決意し、基本姿勢 7 項目に、核物質防護強化の取組から

得た気づき等を反映することとしました。 

 

当社は、引き続き同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一  

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてま

いります。 

 

以 上 

【添付資料】 

・柏崎刈羽原子力発電所 原子炉施設保安規定 変更比較表 
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（お知らせ） 

 

 

 

柏崎市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

 

2023 年 10月 6日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所における一連の不適切事案を踏まえ、現在進めている取り

組みを一過性のものとせず、常に安全を追求するとの視点に立ち、「柏崎刈羽原子力発電所の

目指す姿」＊を策定し、原子力改革に取り組んでいます。 

 

これらの取り組みに対する進捗状況を地域の皆さまと直接お会いし、一人ひとりにご説明させ

ていただくとともに、ご意見を拝聴し、その声を原子力改革へ活かすため、以下の通り「東京電

力コミュニケーションブース」を開設いたします。 

 

＊柏崎刈羽原子力発電所の目指す姿 

（1）核物質防護事案の各改善措置項目の効果が十分に発揮できていること 

（2）安全対策工事の完遂と、主要設備の機能が十分に発揮できること 

（3）緊急時等の対応能力が十分であること 

（4）発電所で働く全ての人々が円滑にコミュニケーションを図っていること 

 

＜柏崎市＞ 

・期間：2023 年 10月 14日（土）・10月 15 日（日） 

・時間：2023 年 10月 14日（土）10時 00分～17時 00分 

2023 年 10月 15日（日）10時 00分～16時 00分 

・場所：柏崎市市民プラザ（海のホール）／はなまる大産業まつり会場内 

（柏崎市東本町1丁目 3-24） 

 

  

以 上 

 

 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ  0257-45-3131（代表） 
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（お知らせ） 
 

弥彦村における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

2023 年 10月 17日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所における一連の不適切事案を踏まえ、現在進めている取り

組みを一過性のものとせず、常に安全を追求するとの視点に立ち、「柏崎刈羽原子力発電所の

目指す姿」＊を策定し、原子力改革に取り組んでいます。 

 

これらの取り組みに対する進捗状況を地域の皆さまと直接お会いし、一人ひとりにご説明させ

ていただくとともに、ご意見を拝聴し、その声を原子力改革へ活かすため、以下の通り「東京電

力コミュニケーションブース」を開設いたします。 

 

＊柏崎刈羽原子力発電所の目指す姿 

（1）核物質防護事案の各改善措置項目の効果が十分に発揮できていること 

（2）安全対策工事の完遂と、主要設備の機能が十分に発揮できること 

（3）緊急時等の対応能力が十分であること 

（4）発電所で働く全ての人々が円滑にコミュニケーションを図っていること 

 

＜弥彦村＞ 

・期間：2023 年 11月 2日（木）・11月 3日（金・祝） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：おもてなし広場（西蒲原郡弥彦村弥彦1121） 

 

 

 

12月におきましても、新潟県内（中越エリア）にてコミュニケーションブースの開設を予定し

ており、詳細が決定次第、お知らせいたします。 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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2023年度第 2四半期決算について 

 

2023年 10月 31日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、本日、2023年度第 2四半期（2023年 4月 1日～2023年 9月 30日）の連結業績

についてとりまとめました。 

 

売上高は、東京電力パワーグリッド株式会社において、燃料・市場価格の低下等により、

需給調整に係る売上が減少したことなどにより、前年同期比 1,741 億円減の 3 兆 5,137 億

円となりました。 

経常損益は、燃料費等調整制度の期ずれ影響が好転したことなどにより、前年同期比

7,613億円増の 4,796億円の利益となりました。 

また、特別損失に原子力損害賠償費 660 億円を計上したことなどから、親会社株主に帰

属する四半期純損益は、3,508億円の利益となりました。 
 

                   （単位：億円） 

 
当第 2四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 売    上    高※1    35,137   36,878  △ 1,741 95.3 

 営 業 損 益   3,547  △ 1,560      5,108 － 

 経   常   損  益※2    4,796  △ 2,816      7,613 － 

 特 別 損 益  △ 660   905  △ 1,566 － 

 
親会社株主に帰属する 
四 半 期  純 損 益※2 

  3,508  △ 1,861      5,369 － 

※1 調整力取引に係る会計処理の変更に伴う影響額を前年同期にも反映している。 

※2 持分法適用会社（JERA）が IFRS適用したことに伴う影響額を前年同期にも反映している。 

 

【セグメント別の経常損益】 

2023年度第 2四半期のセグメント別の経常損益については、以下のとおりです。 

・ 東京電力ホールディングス株式会社の経常損益は、基幹事業会社からの受取配当金

の増加などにより、前年同期比 287億円増の 1,155億円の利益となりました。 

・ 東京電力フュエル＆パワー株式会社の経常損益は、JERA における燃料費調整制度の

期ずれ影響が好転したことなどにより、前年同期比 2,643 億円増の 1,342 億円の利

益となりました。 

・ 東京電力パワーグリッド株式会社の経常損益は、電気調達費用が減少したことなど

から、前年同期比 827億円増の 1,449億円の利益となりました。 
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・ 東京電力エナジーパートナー株式会社の経常損益は、燃料費等調整制度の期ずれ影

響が好転したことなどにより、前年同期比 4,204 億円増の 1,931 億円の利益となり

ました。 

・ 東京電力リニューアブルパワー株式会社の経常損益は、修繕費や固定資産除却費が

増加したことなどにより、前年同期比 40億円減の 394億円の利益となりました。 

 

 （単位：億円） 

 
当第 2四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 経   常   損  益※   4,796  △ 2,816      7,613     － 

 東京電力ホールディングス   1,155   868      287 133.1 

 東京電力フュエル＆パワー   1,342   △ 1,300      2,643 － 

 東京電力パワーグリッド   1,449   621      827 233.0 

 東京電力エナジーパートナー    1,931   △ 2,273      4,204 － 

 東京電力リニューアブルパワー    394   434   △   40 90.8 

※ 持分法適用会社（JERA）が IFRS 適用したことに伴う影響額を前年同期にも反映している。 

 

【2023年度業績予想】 

2023年度の業績予想については、柏崎刈羽原子力発電所の再稼働時期を見通せない

ことから、現時点で未定としております。今後、お示しできる状況となった段階で、

お知らせいたします。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

※ 
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２３年１０月２６日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※新型コロナウイルス感染拡大の影響及び、
作業の安全性と確実性を高めるため、2023
年度後半目途の着手へ工程を見直し

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約90m3/日（2022年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理

が完了しました。
• ダストの影響確認を行いながら、滞留水の水位低下を図り、2023年3月に各建屋における目標

水位に到達し、1～3号機原子炉建屋について、「2022～2024年度に、原子炉建屋滞留水を
2020年末の半分程度に低減」を達成しました。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施しました。現在、防潮堤設置の工事を進めてい

ます。また、豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路
強化等を計画的に実施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
ALPS処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等

を遵守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してま
いります。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングの
さらなる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAに
よる安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性
高く、継続的に発信してまいります。

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞

ALPS処理水の海洋放出の流れ

1



◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況

2号機

注水

615体

西側前室

遮へい体
南
側
前
室
鉄
骨
設
置
中

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用
カバー

取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機3号機

注水

遮へい体

ドーム屋根 燃料取扱機
クレーン

FHMガーダ
566/566

（2021/2/28燃料取り出し完了）

取り出し完了燃料（体）使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

下
部
架
構
設
置
中

養生バッグ

注水

ALPS処理水海洋放出の状況について
＜ALPS処理水の2回目放出に伴う測定状況＞ ※詳細は5ページ右側に記載

技術戦略プラン2023を公表

2号機 PCV内部調査・試験的取り出しの準備状況

測定状況 基準等
達成度

タンクC群の処理水の性状（測定・評価対象の29核
種の濃度）【東京電力】（6/26採取） ○

放水立坑及び海水配管ヘッダ下流 【東京電力】
（10/23現在） ○

発電所から3km以内10地点にて実施する海域モニタ
リング結果【東京電力】（10/22採取） ○

環境省（福島県沖11測点海水、10/12～13採取） ○

水産庁（ヒラメ等、10/19採取） ○

福島県（福島県沖9測点海水、10/8採取） ○

IAEA（海水分析結果、9/8公表） ○

原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）
は、「東京電力ホールディングス(株)福島第一原
子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン
2023」を10月18日に公表しました。
本プランでは、1号機ペデスタルの健全性に関す

る調査及び評価、2号機試験的取り出し（内部
調査及び燃料デブリ採取）に係る準備、3号機
燃料デブリの取り出し規模の更なる拡大の工法
選定に係る検討、ALPS処理水の海洋放出、分
析体制の強化等について記載しています。

2号機原子炉格納容器（PCV）内部
調査・試験的取り出しに向けて、アーム型
装置をX-6ペネからPCV内に進入させ、
PCV内の障害物の除去作業を行いつつ内
部調査を進める計画です。
10月12日にX-6ペネハッチを固定してい

る全てのボルト･ナットの切断・取り外しが完
了しました。その後、10月16日にX-6ペネ
ハッチの開放が完了し、入り口付近が堆積
物で覆われていることが確認されました。
現在、X-6ペネ内部の堆積物除去に向

けた準備を行っているところであり、引き続き
安全最優先に作業を進めていきます。
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＜X-6ペネハッチの開放後の状況＞

X-6ペネハッチ蓋

堆積物

ゼオライト土嚢等処理の実規模モックアップの実施状況 2号機 燃料取り出しに向けた工事の進捗状況1号機 燃料取り出しに向けた
工事の進捗状況

大型カバー設置に向けて、6月より
西面の下部架構の設置を進めてお
り、北面についても、9月にベースプレ
ートの設置が完了したため、現在、
下部架構の設置を進めています。
また、大型カバー設置工事に干渉

する箇所の1/2号機廃棄物処理建
屋のガレキ撤去及びSGTS配管撤
去が完了したため、南面の仮設構
台設置に向けた準備工事（遮へい
設置等）を開始しました。

建屋内では、オペフロ線量低減
のための除染作業が10月4日に
完了しました。現在、遮蔽設置に
向けた準備作業を実施していま
す。
建屋外では、原子炉建屋南側

において、構台部のコンクリート床
面の設置が完了し、前室設置工
事を実施中です。10月24日時
点で2号燃料取り出し用構台に
ついて39ユニット（全45ユニッ
ト）の設置が完了しています。 ＜2号機原子炉建屋南側の作業状況＞
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＜モックアップの様子＞

プロセス主建屋、高温焼却炉建屋では、ゼオ
ライト土嚢・活性炭土嚢を敷設した後、建屋滞
留水を受け入れており、リスクを低減するため高
線量の土嚢等の回収作業を計画しています。
楢葉町のモックアップ施設にて、現場環境を模

擬した容器封入作業のモックアップを実施してお
り、遠隔操作ロボット（ROV）による基本的な
作業の一連の動作に問題の無いことが確認で
きました。試験にて確認された課題も含め、現
場作業の安全性と確実性を高めるよう、フィー
ドバックを実施した上で実機の設計に反映して
いきます。

前室部

構台部

回収ツール
ROV

2023年10月5日から測定・確認用設備のタンクC
群のALPS処理水の海洋放出（2回目）を開始しま
した。
2回目の放出は、計画通り国の規制基準を満たして

いることを確認しながら安全に実施され、10月23日に
終了しました。放出期間中、国、県、東京電力が実
施している海域モニタリングにおいても、異常は認められ
ていません。（放出量7,810m3）
また、3回目の放出を予定している測定・確認用タン

クA群から採取したサンプルの排水前分析結果が得ら
れ、放出基準を満足していることを確認しました。
現在、3回目の放出に向け設備の点検を実施してい

ます。
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主な取組の配置図

3/9

提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.

６
号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備

高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

タンク設置エリア

2号機 PCV内部調査・試験的取り出しの準備状況

2号機 燃料取り出しに向けた工事の進捗状況

ゼオライト土嚢等処理の実規模モックアップの
実施状況

ALPS処理水海洋放出の状況について 1号機 燃料取り出しに向けた工事の進捗状況
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